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令和７年度普通交付税の再算定について（市町分） 
 
令和７年度の国の補正予算（第１号）により、令和７年度分の地方交付税の総額が増額され

たことに伴い、普通交付税の再算定が行われ、交付額が増額されました。 

再算定により、１９市町に計８，６９６，５７０千円が新たに交付されます。 
 

令和７年度普通交付税の再算定 

 

○ 再算定による影響額  ＋８，６９６，５７０千円 

   （普通交付税の交付団体、全１９市町において増額） 
 
※今回の普通交付税再算定は、令和７年度の国の補正予算（第１号）により増額された同年 

度分の地方交付税（１.５兆円）のうち、１.３兆円を令和７年度に交付するとされたこと 

に伴うものです。 

※再算定は、基準財政需要額の「臨時経済対策費」の創設等により行われます。 

 

区  分 決 定 額（千円） 

再算定による変更決定額（今回） 【Ａ】 １０５, ７５２, ７２１ 

当 初 決 定 額 （ 7 / 2 9 ） 【B】 ９７, ０５６, １５１ 

増 加 額  【C (A – B)】 ８, ６９６, ５７０ 

  うち 臨時経済対策費分 ５, ２２５, ５２５ 

 うち 臨時財政対策債償還基金費分 １, ２２９, ３６９ 

 うち 給与改定費分 ２, ０７４, ９２２ 

 うち 地方揮発油譲与税の減額分 １, ３０２ 

  うち 調整復活分 １６５, ４５２ 

 
注 １ 臨時経済対策費：国の補正予算による地方負担の増加に伴い必要となる財源等を措置するために創設 

  ２ 臨時財政対策債償還基金費：令和８年度および令和９年度における臨時財政対策債の元利償還金の一部を

償還するための基金の積立てに要する経費の財源を措置するために創設 

３  給与改定費：地方公務員の給与改定に必要となる財源を措置するために創設 

４  地方揮発油譲与税の減額：地方揮発油税の当分の間税率の廃止によって生じる令和 7 年度中の地方揮発 

油譲与税の減収見込額を反映したもの 

５  調整復活：当初決定額において、地方財政計画の交付税総額に普通交付税を合わせ付けるために調整され 

た額の復活 
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